






①業績は、中期経営計画達成に向けて、順調に進捗 

 

②働き方改革と構造改革を進める中で、費用は増加しているが、増収効果により 

  吸収できており、連続増益を実現、利益率も向上 



①デリバリー事業においては、着実に利益成長の土台構築が進展 

 

②2019年3月期は、プライシングの適正化に継続して取り組むとともに、 

  アンカーキャストを採用するなど、集配キャパシティの拡大に注力 

 

③その結果、中期経営計画を上回って進捗 



 
①2018年3月期からプライシングの適正化を推進 
 
 
②その結果、ネコポスを除いた宅急便（宅急便＋宅急便コンパクト）の単価は 
 
 2017年３月期の574円から、2019年3月期は702円へと上昇 
 
 
③引き続き、プライシングの適正化と、キャパシティに合わせた取扱数量増加に努めると 
  
 ともに、ラストワンマイル、作業領域などの生産性を高め、適切にコストコントロールを 
 
 行うことで利益成長を目指す 



①労働時間管理の徹底や労働時間の抜本的改善は、順調に進捗 

 

②残業（時間外労働時間）が月間80時間を超過した社員数（延べ人数） 

  は、改革前の2017年3月期に比べて、大きく改善 



 1人当たりの残業時間（時間外労働時間）も、改革前に比べて3割超減少  



 ①社員が働きやすく、働きがいのある会社であるために、ワークライフバランスの   

  推進や施設修繕等、労働環境整備にも注力 

  

 ②「勤務間インターバル制度」や、「無期労働契約への転換制度」などの 

  新しい働き方の制度の導入に加え、年次有給休暇の取得を推進した結果、 

  １人当たり年次有給休暇取得率は、52.5％→81.5％と上昇するなど 着実に改革が進捗 



①定期的に行っている「働き方意識調査」において、社員の満足度は改革前に 

 比べて総じて向上。特に「働きやすさ」においては、47.6%から67.1%へ大幅に 

 改善するなど、平均値では改善 

 

②今後は、局所的に存在している、平均値を下回るエリアを改善していく 



①経営の中心に据えて進めてきた「働き方改革」により、退職者の比率は減少傾向 

  

②引き続き、社員が働きやすく、働きがいのある会社であるために労働環境の整備に取り組む 



健全な企業経営を支える「ガバナンス」においては、ヤマトホームコンビニエンスの 

不適切請求を踏まえて設置した「グループガバナンス改革室」を中心に、 

リスク管理を適切に実行できる仕組みと体制を構築するなど、グループ全体の 

ガバナンスの更なる強化に努めていく 



中期経営計画最終年度も、構造改革や成長に向けた費用が増加する見込みだが、 

NEXT100における持続的な利益成長に向けた基盤づくりを全社一丸で推進していく 



①安定的な配当を重視しつつ機動的に株主還元を実施 

 2020年3月期の配当予想は1株当たり31円 

 

②中長期的な利益成長に向けた成長投資に重点を置く 



【2019年3月期 連結経営成績】 

 

 営業外損益  ▲40億 

 

   ①営業外収益  23億 

 

    ②営業外費用  64億 

       ・持分法適用会社の投資損失 48億 



【連結営業収益増減分析（2019年3月期）】 

 

① デリバリー事業（増収） 

   増収： 宅急便（3商品合計） 取扱数量 ▲  1.8%    単価 ＋11.2% 

        宅急便・宅急便ｺﾝﾊﾟｸﾄ  取扱数量 ▲  5.1%    単価 ＋14.1% 

               ネコポス    取扱数量 ＋72.2%    単価 ＋  5.5% 

 

   減収：  クロネコDM便    取扱数量 ▲17.3%    単価 ＋  7.1% 

 

② BIZ-ロジ事業（増収） 

  増収：貿易物流、メディカル事業、マルチメンテナンス事業等が堅調に推移 

 

③ ホームコンビニエンス事業（減収） 

    減収：法人のお客様向けに提供している引越サービスにおいて不適切な請求があったことによる 

       影響額（20億円）を織り込んだことや、すべての引越サービスの休止 

        

④ e-ビジネス事業（減収） 

    増収：証明書類Web取得ｻｰﾋﾞｽの拡販や既存のお客様に対する営業強化によるｼｽﾃﾑ構築案件の獲得 

    減収：宅急便取扱数量減少に伴い、お客様のシステム処理件数が減少 

               

⑤ フィナンシャル事業（減収） 

    減収：代引き市場の縮小などにより、ペイメント事業における「宅急便コレクト」の取扱いが減少 

 

⑥ オートワークス事業（増収） 

    増収：車両整備の取扱拡大  







【海外宅急便動向（通期）】 
 
  ・ 不採算取引の見直し等により数量は減少 

 
  



【連結営業費用増減分析（通期）】 
  

（１） 人件費＋349億（＋4.4%）：集配体制の構築に向けた増員など 

     社員給料＋278億、賞与関連＋32億、厚生・法定福利費＋89億 

   

（２）下払経費＋24億（＋0.4%） 

      ① 委託費▲127億（▲4.7%）：集配体制を進めながらも前期に比べ減少 

          ②傭車費＋70億（＋3.6%）  ：傭車単価上昇等により増加 

          ③下払経費その他 ＋81億（＋5.0%） 

     

（３）車両費＋33億（＋7.8%） 

          ①燃料油脂費＋25億（＋12.0%）:燃料単価高騰など 

 

（４）その他経費＋151億（＋4.6%） 

    ①施設使用料＋43億（＋6.7%） ：関西ゲートウェイ、流山ベース、宅配便ロッカー利用料など 

     ②減価償却費＋49億（＋10.6%）：主に車両や機械装置など 

     ③コンピュータ費22億（＋6.3%）    ：主に８次NEKOシステムに係る費用など 

  

※BIZ-ロジ事業への事業移管に伴い、一部に費用科目の変更が発生 

   【前期】 

    ヤマトホームコンビニエンス 利用運送 「下払経費（委託費）」（今期 通期：44億） 

    ヤマトシステム開発 利用運送 「その他経費（通信運搬費）」（今期 通期：47億） 

 

【今期】 

ヤマトロジスティクス 

「下払経費（その他）」92億 







【連結営業費用総括表（第4四半期（1月～3月））】 

 

（１）人件費＋119億（＋7.0%）：集配体制の構築に向けた増員など 

     

（２）下払経費▲27億（▲1.8%） 

   ①委託費▲52億（▲8.1%） 

   ②傭車費＋23億（＋4.8%）：傭車単価上昇等により増加 

       ③下払経費その他＋2億（＋0.6%） 

      

（３）その他経費＋81億（＋10.1%） 

   ①減価償却費＋20億（＋ 15.9%）：主に車両や機械装置など 

   





【連結営業費用総括表（第4四半期（1月～3月）前回予想差）】   

 

   １．営業収益 ▲46億（▲  1.3%） 

      ☞宅急便取扱個数の下振れ 

        ・大口法人領域の出荷予測のズレ 

        ・3月引越関連需要の分散化 

   ２．営業費用 

     ①人件費 ▲32億（▲1.6%） 

     ②委託費 ＋68億（＋13.0%） 

      ☞働き方改革と集配体制整備を並進させたため、一過性費用が増加  

     

 

 

 

＋35億 





【2020年3月期 連結業績予想（営業費用内訳）】  

  

 ①人件費＋582億（＋7.1%） 

  ☞2019年3月期の増員の影響が通年で効いてくること、引き続き集配体制の構築を推進することにより増加 
       

 ②委託費▲198億（▲7.7%） 

  ☞集配体制の構築が進捗することで、一過性費用が解消に向かう    
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